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論文の内容の要旨 
（目的） 
  本研究は、地方分権改革のもとで住民と市町村行政機関の協働が広がりをみせている状況にお
いて、協働が住民参加を実質化する面と、他方で住民動員論に陥りかねないという二面性をもつ
という問題関心から、協働において前提とされている住民と行政機関の対等性を批判的に検討し、
非対等な関係性を是正していく過程に「学習」活動を組み込んだ協働論を構築することを目的と
した社会教育学的研究である。 
(対象と方法) 
  本研究では、住民と行政機関がお互いに非対等な関係にある現状を自覚化して、既存の関係性
を是正しようと挑んでいく過程に注目する。そうした過程が顕著に析出できる事象として、学校
統廃合計画を取り上げている。本研究では、全国の自治体において検討が進められてきた学校統
廃合の計画のなかから住民組織が介在しかつ調査協力の得られた４つの事例を取り上げ、各事例
の特徴に即しつつ探索的に分析を進めている。 
 (結果) 
  本研究の成果は、次の２点である。 
 １）本研究の最も重要な成果は、住民と行政機関との協働について、ア・プリオリに住民と行政
機関の対等性を前提とする従来の協働論の不備を批判し、住民と行政機関の双方が学習を蓄積
することによって既存の非対等な関係を是正する過程主義的な協働論を提起し、その視点から
住民と行政機関の協働を再定義したことである。 
 ２）従来までの学校統廃合研究は、国家や行政機関に対抗する住民という枠組みで運動論的にと
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らえる傾向が強く、そのため学校統廃合問題は協働という考え方には相容れない施策として理
解されてきた。しかし本研究では、住民と行政機関が具体的な関係性を築くことによって、既
存の計画が住民の手によって描き直されることを明らかにし、協働とはいいがたい関係性に、
協働の構築に向けた萌芽を見出したことである。 
 (考察) 
   本研究は、序章と終章を含む全９章から構成されている。 
  第１章では、住民と市町村行政機関の協働をめぐる行政学および社会教育学の先行研究の検討
を通じて、住民と行政機関の学びあいの過程として協働を捉えるところに社会教育学の協働論の
特徴があることを明らかにしている。第２章では、愛知県江南市における協働のルールづくりの
検討を通じて、自治体の政策形成過程において観念的に協働が組み込まれたがゆえに、既存の関
係性を変容させていくための過程論が具備していないことを明らかにした。第３章では、協働の
実質化を考察する研究対象として学校統廃合を取り上げる理由および事例選定の手続きを論じ
ている。第４章から第 8 章では、北海道恵山町、北海道別海町、島根県益田市、岡山市の４つの
事例が分析されている。第８章では、事例分析を通じて協働の実質化を支える基盤としての学習
の諸側面を明らかにし、学習を組み込んだ協働の再定義をおこなった。 
 
審査の結果の要旨 
(批評) 
  近年、平成の市町村合併による基礎自治体の広域化のなかで自治体内分権が課題となり、ローカ
ル・ガバナンスの構築に向けて、参加、協働、自治の実質化が理論面でも実践面においても着目され
ている。本研究は、自治体のガバナンスを構成する主要な理論の一つである住民と自治体行政機関と
の協働に着目し既存の協働論の不備を指摘した。学校統廃合の事例分析を通じて住民と行政機関との
協働の構築に当たって、協働を実質化していくうえでの学習の必要性を明らかにし、学習を組み込ん
だ過程主義的な協働論を提起し、その立場から協働を再定義したことは、地域住民の学習について新
たな研究の可能性を切り拓いたという点で社会教育研究として高く評価できる。また、住民と行政機
関の協働という視点から地域計画作成を対象とする研究に新しい課題を提起した点でも高く評価で
きる。さらに、本研究の成果は学校統廃合研究についても新たな分析視点を提供した、という点で意
義あるものである。 
  今後、行政機関の政策決定過程やそのなかでの住民との協働の位置づけなど行政機構についての理
論的かつ実証的研究が求められる。しかし、このことは、けっして本研究の意義を否定することでは
なく、本研究の基礎に立って、更なる発展の期待の表明である。 
平成 25 年 3 月 1 日、学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと論文について説
明を求め、関連事項について質疑応答を行い、最終試験を行った。その結果、審査委員全員が合
格と判定した。 
よって、著者は博士（教育学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものと認める。 
